予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名　介護人材育成事業者認定制度実施事業費

介護人材育成事業者認定制度実施事業費補助金
介護人材育成事業者認定制度実施事業運営費
〈地域医療介護総合確保基金(介護分)〉


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　長寿社会推進係　電話番号：058-272-1111（内2595）

　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　20,440千円（前年度予算額：3,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	繰入金
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,000
	0
	0
	0
	0
	0
	3,000
	0
	0

	要求額
	20,440
	0
	0
	0
	0
	0
	20,440
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　    介護職員は、他業種に比べ月収が低く離職率も高いが、一方で仕事を選ぶ
にあたっては「やりがい」、「人や社会の役に立つ」点が重視されており、モ
チベーションの維持向上が人材の確保に重要な位置を占めるとの調査結果

がでている。
　    また、モチベーションの維持向上のためには、介護技術向上等に伴うキャ
リアアップが大切である。これは、介護職員が自らのライフプランを前向き
に描けるようになる点からも重要であり、離職防止につながるものと考えら
れる。

　    県内にこうした環境を整備するためには、各事業者による取り組みが不可
欠である。その促進に資するため、人材育成に積極的な事業者に対する認定
制度を創設する。

　    認定制度により、介護の現場への新規参入者が就職先を選ぶ際の参考とし

ていただくほか、優秀な介護人材の確保を支援する。
（２）事業内容

○認定作業部会の開催、運営
　 　 ・県内の養成校や高等学校等の教育機関、事業者及び広く一般県民に対する制度の周知を実施する。

　　　・認定申請受付事務等の開始

　　　・認定に向けた合議体による審議、決定
○宣言事業者への支援（委託）

　　　・認定申請にむけての相談会の開催
　　　・コンサルティング、職員研修に対する専門家の支援
　      ※宣言事業者は他の支援制度を活用し、認定に向けた取組みを行う。

○宣言事業者への支援（補助金）

　　　・福祉サービス第三者評価の受審に係る費用助成

（３）県負担・補助率の考え方

国2/3 県1/3（地域医療介護総合確保基金）
（４）類似事業の有無
　　  無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	540
	一般事務費

	需用費
	753
	一般事務費

	役務費
	107
	一般事務費

	委託料
	16,846
	宣言事業者への支援

	補助金
	2,000
	宣言事業者への支援

	使用料及び賃借料
	　　　194
	一般事務費

	合計
	20,440
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　　　介護人材の育成確保対策は、第6期岐阜県高齢者安心計画の重点施策に

　　　位置付け

（２）後年度の財政負担

地域医療介護総合基金により、国庫負担2/3　県負担1/3
（３）事業主体及びその妥当性
実施主体：県　
　　県全体の介護事業者のボトムアップを図るため、県が主体となって事業
を行う。
（４）その他
　　　　類似の事業として、京都府において、平成24年度より福祉人材育成の

ための認証制度有（「きょうと福祉人材育成認証制度」）
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	更に介護サービス量の増大が見込まれる２０２５年までに、認定された優

良事業者を増やし、介護利用する側、働く側（就職希望）、両面の環境を整備する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	認定事業者数
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	300
（H37）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	

	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	介護分野への参入者への情報提供や職場環境を改善させるうえで、県として必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・認定された事業者に対して、認定後のフォローとさらなる支援策の検討が必要である。
・制度周知のため、養成校、ハローワーク等との連携が必要。



（次年度の方向性）
	認定事業者を増加させる。



